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Ⅰ 策定の趣旨と方針等 

 

１．策定の趣旨 

 

○我が国の総人口は、平成 20（2008）年の 1 億 2,808 万人をピークに減少局面となっ

ており、平成 30（2018）年 10 月 1 日時点で 1 億 2,644 万人まで減少しています。

今後においても、年少人口の減少と老年人口の増加は加速度的に進行し、国立社会保障・

人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成 29 年推計）」によると、令和 42（2060）

年の総人口は 9,284 万人になると推計されています。 

○こうした中、政府は、我が国が直面する地方創生・人口減少克服という構造的課題に正面

から取り組むため、2014 年 9 月に「まち・ひと・しごと創生法（平成 26 年法律第 136

号）」を制定し、「まち・ひと・しごと創生本部」を設置するとともに、同年の 12 月に「ま

ち・ひと・しごと創生長期ビジョン」と、5 か年の目標や施策の基本的方向等をまとめた

第一期の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を閣議決定し、これに沿った施策展開が進

められてきました。 

○本市においても、国の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」が掲げる「地方における安定

した雇用を創出する」、「地方への新しいひとの流れをつくる」、「若い世代の結婚・出産・

子育ての希望をかなえる」、「時代に合った地域をつくり安心な暮らしを守るとともに地

域と地域を連携する」という 4 つの基本目標を勘案する中で、「甲府市人口ビジョン」に

おいて令和 42（2060）年までの本市の総人口を掲げ、これを実現するための目指すべ

き将来の方向等を示すとともに、第一期の「甲府市総合戦略」を策定し、人口減少対策に

取り組んでまいりました。 

○今般、政府はこの 5 年間に進めてきた政策の検証を行い、優先順位を見極めながら、「継

続は力なり」という姿勢を基本とし、地方創生の目指すべき将来や、令和 2（2020）年

度を初年度とする今後 5 か年の目標や施策の方向性等を示した第２期「まち・ひと・し

ごと創生総合戦略」を策定しました。 

○本市におきましても、人口減少に歯止めをかけ、引き続き地方創生の充実に切れ目なく取

り組む必要があることから、第二期「甲府市総合戦略（以下「総合戦略」という。）」を策

定します。 
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２．策定の方針 

 

○本市の総合戦略は、人口ビジョンの目指すべき将来の方向に掲げた4つの柱を踏まえた、

基本目標と目標達成に向けた基本的な方向を設定するとともに、計画期間内に取り組む

施策等を体系的に取りまとめることとします。 

 

人口ビジョンの目指すべき将来の方向 

・「人の流れの創出と交流人口の確保」 

・「地域産業と雇用環境の充実」 

・「総合的な子育て支援と良好な教育環境の充実」 

・「良好な生活環境の整備と持続可能な行財政運営」 

 

○また、第一期「甲府市総合戦略」を継承することを基本路線としながら、これまで以上に

実効性のある計画とするため、第一期に掲げた基本目標ごとの分析を行い、本市の人口減

少における課題を明確にし、その解決に向けた視点を明らかにします。 

○この戦略に位置付ける具体的な施策等については、平成 28 年度を計画の初年度とする

「第六次甲府市総合計画（以下「総合計画」という。）」や令和元年度に策定した「こうふ

未来創り重点戦略プロジェクト NEXT」に位置付けた施策・事業から人口減少の克服や

地域活力の維持、増進に資する取組を抽出・整理することとします。 

○また、平成 27（2015）年の国連サミットにおいて採択された、「誰一人取り残さない」

持続可能で多様性と包摂性の社会の実現を目ざす「持続可能な開発目標（SDGs）」の理

念は、政策推進の全体最適化や地域課題解決の加速化という相乗効果が期待でき、地域創

生の取組の一層の充実・進化につながるものと考えられるため、この理念を踏まえた戦略

とします。（各施策が SDGs のどの目標に結び付くのかを明らかにするため、基本目標の

「施策」に SDGs の１７の目標のアイコンを示します。） 

○なお、総合戦略に掲げる 4 つの基本目標と各施策に対しては、実現すべき成果を重視し

た数値目標（重要業績評価指標（KPI））を設定することとし、PDCA サイクルによる効

果検証と改善等を実践することができる戦略として策定します。 

○更に、本総合戦略は、社会情勢の変化などに応じて的確に見直しを行うこととします。 
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甲府市総合戦略と他の計画との関連イメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１７の持続可能な開発目標（SDGs） 

 

出典：国際連合広報センター 

 

  

第六次甲府市総合計画 

【基本構想】 

まちづくりの指針 

・都市像 

・将来人口(R7 年度まで) 

・基本目標 

・施策の大綱 

【実施計画】 

・基本構想の実現を図るための計画 

・計画期間 3 年間 ※毎年度見直し 

施 策 

事業 事業 事業 

【甲府市総合戦略】 

R2 年度～6 年度 

【SDGs】 

【こうふ未来創り 

重点戦略プロジェクトＮＥＸＴ】 

【甲府市人口ビジョン】 

R42 年度まで 

施策や事業の 

抽出・整理 

SDGs の理念を 

踏まえる 

施策や事業の 

抽出・整理 
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３．計画期間 

 

○総合戦略の計画期間は、令和 2（2020）年度から令和 6（2024）年度までの 5 か年と

します。 

 

４．総合戦略の推進等 

 

（１）総合戦略の推進 

○総合戦略の推進にあたっては、市長を本部長とする「甲府市地方創生人口減少対策及びＳ

ＤＧｓ推進戦略本部（以下「戦略本部」という。）」と、効果検証における妥当性・客観性

を担保するのと同時に、検証を踏まえた事業の見直しの効果を高めるため、地域の担い手

である産官学金労言士（産業界、関係行政機関、教育機関、金融機関、労働団体、メディ

ア、士業）の参画を得て設置した「甲府市地域創生戦略会議（以下「戦略会議」という。）」

が両輪となり、総合戦略の推進を図ります。 

○具体的には、総合戦略に位置付けた基本目標と各施策に対する効果検証等をＰＤＣＡサ

イクルにより実施するとともに、官民連携による新たな取組の構築をはじめ、その取組を

推進する事業主体の形成や専門人材の確保・育成といった施策展開に努めます。 

○なお、総合戦略の施策事業は、総合計画の実施計画と連動した進行管理（評価等）を行う

中で、その推進を図ります。 

 

 

ＰＤＣＡサイクルのイメージ         総合計画と総合戦略の連動イメージ 
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及びＳＤＧｓ推進戦略本部 

産 官 学 金 労 言 

 

基本構想 

実施計画 

甲府市総合戦略 

施策事業 施策事業 施策事業 
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連携 
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（２）効果的なシティプロモーションの推進 

○総合戦略における施策等の実効性を高めるため、市長のトップセールスをはじめ、多様な

メディアや甲府大使などの人的ネットワークを最大限に活かした情報発信に努めるとと

もに、国内外に効果的かつ戦略的なプロモーションを展開します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

市 外 県 外 国 外 

効果的な 

シティプロモーション

の推進 

基本目標１ 

甲府で夢を叶え

る人材の定着と

関係・交流人口の

増加 

基本目標３ 

甲府で希望を叶える

総合的な子育て・子育

ち支援と良好な教育

環境の充実 

基本目標２ 

甲府を支える地

域産業と雇用環

境の充実 

基本目標４ 

甲府の未来をつなぐ

良好な生活環境の整

備と持続可能なまち

づくり 
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Ⅱ 第一期総合戦略の分析と現状の課題 

 

１．第一期総合戦略の分析 

 

（１）「基本目標１（転入・転出）」に関する分析 

 

１） 年齢 5 歳階級別純移動数の推移 

 

資料：地域経済分析システム（RESAS）           

○年齢階層別の純移動状況をみると、20 歳～24 歳→25 歳～29 歳（大学卒業・就職の時期）

の若者の人口が大きく減少しており、その傾向は長期的に続いています。また、直近のデータ

では、20～59 歳までの各階層で転出超過傾向がみられ、「働き手世代」の市外への流出がう

かがえます。 

 

２） 平成 22（2010）年→平成 27（2015）年における人口の純移動状況 

 
資料：平成 27 年国勢調査           
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３） 平成 30（2018）年における人口の純移動状況（女性） 

 

資料：平成 30 年住民基本台帳人口移動報告       

○本市から県外への転入出の状況を男女別にみると、男性と比べ、女性の東京圏への転出超過が

目立ち、特に、東京圏へ転出する女性は、20 歳代が主となっています。また、どの世代にお

いても、対東京圏では、ほぼ転出超過となる一方で、女性の本市への転入の動きが弱いことが

うかがえます。 

 

４） 平成 29（2017）年における 20 歳代男女の転出事由 

 

資料：市民課窓口アンケート 

  

女性 東京都 埼玉県 神奈川県 千葉県 総計

　就職 67 6 21 10 104

　就学・卒業 8 1 4 2 15

　転勤 12 3 2 17

　転業・転職 8 5 7 1 21

　結婚・離婚・縁組 11 2 4 2 19

　住宅事情 1 1 2

　その他 3 2 5

男性 東京都 埼玉県 神奈川県 千葉県 総計

　就職 60 17 28 9 114

　就学・卒業 8 2 3 13

　転勤 47 6 14 11 78

　転業・転職 18 6 6 3 33

　廃業・退職 1 1

　結婚・離婚・縁組 3 1 2 2 8

　住宅事情 2 1 3

　その他 2 1 3
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○「東京圏」へ転出した 20 歳代の男女別の「転出事由」をみると、男女ともに、「就職」を理由

に転出していることが顕著に現れています。学生については、就学(大学等進学)により県外に

住む場合でも住民票を異動しないことが多いので、「就職」を理由に転出する者の中には、就学

のときに既に県外へ移住しているケースを含んでいるとみられます。つまり、大学等進学の際

に県外へ転出し、そのまま就職することが多いといえます。「転勤」については、通常は「転

出」する者の補充として「転入」する者がいると考えられることから、県外への転出超過の要

因は「就職」（大学等進学などの隠れ転出を含む）であると考えられます。 
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（２）「基本目標２（地域産業・雇用環境）」に関する分析 

 

１） 事業所数と従業員数  

 

資料：経済センサス基礎調査・活動調査       

○民間事業所数と従業員数の推移をみると、事業所数については平成 24（2012）年の 11,631

から平成 28（2016）年には 11,031 と 5.2％減少しています。また、従業者数については、

平成 24（2012）年の 102,542 人から平成 28（2016）年には 100,001 人と 2.5％減

少し、事業所数・従業者数とも減少傾向にあることがわかります。 

 

２） 「県外からの転入者」「県外への転出者」が従事していた産業 

 
資料：平成 27 年国勢調査     
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○「県外からの転入者」「県外への転出者」が従事していた産業をみると、実数では、「製造業」

「卸売業・小売業」 「宿泊業・飲食サービス業」 「医療・福祉」が多く、転出超過の状況で

は、男性では「製造業」、女性では「医療・福祉」の産業が多くなっています。 

 

３） 「製造業」「医療・福祉」に従事していた県外への転出者の「転出事由」 

 

資料：市民課窓口アンケート（2017 年 2 月～2019 年 10 月末現在）  

○女性の「医療・福祉」で県外へ転出理由は、転業・転職が最も多く、次いで「結婚・離婚・縁

組」と続いています。男性の「製造業」では、転勤が最も多くなっています。 

 

４） 産業全体における東京都との雇用環境の比較 

 

資料：平成 30 年賃金構造基本統計調査   

○産業全体での山梨県と東京都の労働環境を比較すると、「決まって支給する現金」では、男性で

月額約 10.7 万円、女性で約 8.6 万円と賃金の差には開きがあります。所定内労働時間は、若

干山梨県が長くなっています。また、平均年齢は、男性の年齢に差はないものの、女性では、

山梨県より約５歳若く、この点からも若い女性の労働力が東京に流れていることがうかがえま

す。 

 

 

 

医療、福祉 製造業

女性 男性

　就職 17 　就職 14

　就学・卒業 7 　就学・卒業 3

　転勤 27 　転勤 334

　転業・転職 54 　転業・転職 70

　廃業・退職 6 　廃業・退職 18

　結婚・離婚・縁組 43 　結婚・離婚・縁組 12

　住宅事情 6 　住宅事情 6

　交通事情 1 　交通事情

　その他 6 　その他 5
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５） 職業別有効求人数・求職者数・有効求人倍率の東京都との比較 

 

 

 

資料：求人・求職バランスシート（山梨労働局・東京労働局）   

○職業別の有効求人数、求職者数、有効求人倍率について山梨県と東京都を比較すると、規模こ

そ異なるものの、事務的職業では求人に対して求職者数が大きく上回る一方、サービスや建設

等の職業では、求人に対して求職者数が足りないといった職業間でのミスマッチが生じていま

す。この傾向は、山梨県のみならず東京都においても表れています。 

 

  

山梨県 令和元年10月

専門的・
技術的

事務的 販売 サービス 保安 農林漁業 生産工程
輸送・機
械運転

建設・採
掘

運搬・清
掃等

有効求人数 1,686 771 801 1,833 184 123 1,665 562 638 478

有効求職者数 930 1,875 515 760 41 170 1,427 287 153 783

有効求人倍率 1.81 0.41 1.56 2.41 4.49 0.72 1.17 1.96 4.17 0.61

パート及び臨時・季節を除く

東京都 令和元年10月

専門的・
技術的

事務的 販売 サービス 保安 農林漁業 生産工程
輸送・機
械運転

建設・採
掘

運搬・清
掃等

有効求人数 54,469 26,009 30,033 50,995 9,996 298 8,404 10,100 6,997 7,884

有効求職者数 21,934 42,549 9,846 8,286 628 288 4,433 2,854 1,019 10,746

有効求人倍率 2.48 0.61 3.05 6.15 15.92 1.03 1.90 3.54 6.87 0.73

パート及び臨時・季節を除く
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（３）「基本目標３（出生・子育て）」に関する分析 

 

１） 合計特殊出生率及び出生数の推移 

 

資料：人口動態調査及び平成 30 年度甲府市保健衛生統計        

○合計特殊出生率及び出生数の推移をみると、平成２９年、平成３０年で合計特殊出生率は上昇

し、平成 29 年には、山梨県全体の合計特殊出生率を 0.04 上回りました。また、出生数は、

山梨県全体と比べると若干緩やかに減少しています。 

 

２） 出生順位出生数の推移 

 

資料：平成 30 年度甲府市保健衛生統計     
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３） 子どもを安心して産み・育てる上での課題 

 

資料：令和元年度 次世代育成支援に関するアンケート調査【就学前児童用】 

○平成２７年度に実施した「結婚・出産・子育て等に関する市民アンケート」では、「理想的な子

どもの数」を３人とする方が約３７％に上りましたが、実際の出生数には、「第３子と第２子の

数には、大きな乖離」があり、希望の子どもの人数を持たない現状があります。また、子育て

に関して、「経済的な負担」や「職場環境」「育児に対する心理的、肉体的な負担」に不安を抱

えている方が多くなっています。 
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（４）「基本目標４（市民満足度）」に関する分析 

 

１） 市民実感度の推移 

 

 

資料：市民実感度調査  

 

○実感度調査では、「今後もずっと住み続けたい」と思う人が約 50％で推移しており、「もうし

ばらく住んでいたい」とする人と合わせると、約 70％台後半で推移しています。また、「転居

したい」と思う人の割合も、ほぼ横ばいで推移しています。 

 

 

 

 

 

 

単位：％

回答 平成25年 平成26年 平成28年 平成29年 平成30年

今後もずっと住み続けたい 69.0 44.5 50.8 47.7 49.9

もうしばらく住んでいたい 11.9 27.4 29.9 30.0 28.8

機会があれば市外へ転居したい 7.8 10.8 8.2 9.9 9.5

わからない 9.9 11.5 9.9 10.6 9.5

無回答 1.5 5.8 1.2 1.8 2.3
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２） 年齢層別の市民実感度の推移 

 

資料：市民実感度調査 

 

○20 歳代、30 歳代での「今後もずっと住み続けたい」と思う人の割合が、高齢者と比べ低く、

若者世代においては、「機会があれば市外へ転居したい」と思う人の割合が高いことから、「雇

用環境」や「子育て環境」を比較し、市外への転出を選ぶことが考えられます。 
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２．人口減少における本市の課題とその解決に向けて 

（１）本市の課題 

 

○第一期総合戦略を終えて、基本目標ごとに、「転入・転出」、「地域産業・雇用環境」、「出

生・子育て」、「市民満足度」という視点から課題を整理すると次のようになります。 

 

転入・転出 １） 若者の転出超過が顕著である 

２） 若者の転出の主な理由は「就職」である 

３） 東京圏に住む女性の本市へのＵＩＪターンの動きが弱い 

地域産業・雇用環境 １） 事業所・従業員数が減少し、地域の産業全体が縮小している 

２） 高い有効求人倍率で推移している（人手不足） 

３） 業種による雇用のミスマッチが発生している 

４） 東京に比べ賃金の差に開きがある 

出生・子育て １） 女性の減少に伴い出生数も減少傾向にある 

２） 子育てする上で、「経済的な負担」や「職場環境」に不安を抱

える市民が多い 

３） 第３子の希望はあるものの実際の出生数は少ない 

市民満足度 「今後もずっと住み続けたい」と思う若者の割合が低い 
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（２）課題の解決に向けて 

 

○若者の転出は、地域社会の担い手の不足を招くだけでなく、人口の減少による消費市場の

縮小が地域経済の衰退につながるなど、高齢者から若者に至る様々な世代に社会的・経済

的な課題が生じる恐れがあります。 

〇特に、女性の転出超過は、単なる社会減（転入数と転出数の差がマイナス）にとどまらず、

出生数の減少をもたらし、自然減（出生数と死亡数の差がマイナス）の更なる加速を招く

ことから、特に留意しなければならない課題と言えます。 

○この人口の減少に歯止めをかけ、明日への希望につながる本市の明るい未来に向け、限ら

れた財源を有効に活用する中で、より効果的でタイムリーな施策を展開し、地方創生に積

極的に取り組まなければなりません。 

〇具体的には、第二新卒者や県外学生の「ふるさとへの回帰」や「移住」を促進するため、

県外に住む若者への情報提供等を積極的に行うことはもとより、安心して働くことので

きる環境や雇用の場の確保、地域経済の活性化に重点的に取り組む必要があります。 

〇また、転出した女性や県外に住む女性が、本市での生活に魅力や将来性を感じることがで

きるよう、女性が活きいきと活躍する社会の構築に努めなければなりません。 

〇人口減少対策は、あらゆる施策を総動員して諸課題の解決を図る必要がありますが、本市

の第二期総合戦略では、「UIJ ターンの促進」「女性活躍の推進」「地域産業の振興と雇用

の確保」の３つの視点に特に重点をおいて施策を推進します。 

 

 

 

 

  

ＵＩＪターン
の促進

女性活躍
の推進

地域産業の
活性化と雇
用の確保

人口減少対策の推進 



  

18 

 

（３）重点的な取組 

 

○分析から見えた人口減少における本市の課題の解決に向け、「UIJ ターンの促進」、「女性

活躍の推進」、「地域産業の振興と雇用の確保」の３つの施策横断的な視点から、次のとお

り重点的に取組を推進します。 

 

重点的な取組Ⅰ UIJ ターンの促進 

 

○リニア中央新幹線の開業を見据える中で、移住者の受入れ環境を整えるとともに、移住希

望者への積極的な情報発信と空き家を活用した移住の推進に取り組みます。 

○県や関係自治体及び民間企業と連携し、東京圏で働く第二新卒者や学生をターゲットに

した移住・就職の支援に取り組みます。 

○故郷こうふの学びを通じて、若い世代の本市を愛する気持ちを育むとともに、教育の ICT

化など時代に即した学習環境の推進に取り組みます。 

 

重点的な取組Ⅱ 女性活躍の推進 

 

○女性が様々なステージで輝くためのサポートの充実を図り、東京圏に暮らす女性が魅力

を感じるまちとなるよう取り組みます。 

○本市で女性が夢や理想を実現するため、就業や起業を望む女性への支援に取り組みます。 

○育児と仕事の両立など女性の活躍に効果や成果が期待される取組を支援するとともに、

女性の交流の場を創出し、女性が活きいきと活躍するまちの創出を図ります。 

 

重点的な取組Ⅲ 地域産業の振興と雇用の確保 

 

○若者・女性一人ひとりの意思や能力、置かれた個々の事情に応じた、これまでの形にとら

われない多様で柔軟な働き方が可能となるよう、魅力ある職場環境の促進に取り組みま

す。 

○県や関係自治体との連携を図り、既存の土地の将来性を見据えた企業誘致に取り組みま

す。 

○地域経済の活性化を図るため、本市が有する観光や地場産業の振興に取り組みます。 
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Ⅲ 施策体系及び取組 

 

１．第二期総合戦略の全体像 

 

○第一期の総合戦略では、「甲府で夢を叶える人材の定着と交流人口の増加」、「甲府を支え

る地域産業と雇用環境の充実」、「甲府で希望を叶える総合的な子育て支援と教育環境の

充実」、「甲府の未来をつなぐ良好な生活環境の整備と持続可能な行財政運営」といった４

つの基本目標を掲げ取り組んできました。 

○第二期の総合戦略では、これまでの基本目標に沿って「甲府で夢を叶える人材の定着と関

係・交流人口の増加」、「甲府を支える地域産業と雇用環境の充実」、「甲府で希望を叶える

総合的な子育て・子育ち支援と教育環境の充実」、「甲府の未来をつなぐ良好な生活環境の

整備と持続可能なまちづくり」の４つの基本目標を継承しつつ、９つの「施策」に位置付

けた取組を推進するとともに、３つの施策横断的な視点から本市の課題解決に資する取

組を『重点的な取組』として位置付けます。 
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２．基本目標と施策 

 

【基本目標 1】甲府で夢を叶える人材の定着と関係・交流人口の増加 

数値目標 純転出数（転出者数－転入者数） 

平成 26 年～平成 30 年（平均） 中間目標（令和４年） 最終目標（令和６年） 

458 人 210 人 160 人 

施策 1 転入促進・転出抑制 

○東京圏から近距離にあることや、自然災害の少なさという立地環境の優位性、豊かな自然

環境や市街地等の都市的要素など、居住地としての魅力を有していることから、市内の住

宅ストック（空き家等）の活用をはじめ、中部横断自動車道の開通やリニア中央新幹線の

開業などの交通ネットワークの速達性の向上を見据えた人口流出の抑制と市外からの人

口流入を促進します。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

こうふコンシェルジュを介して移住し

た人数 

37 人 

（平成 27～平成 30 年度平均） 

40 人 

（令和６年度） 

 

施策 2 関係・交流人口の創出 

○移住の裾野拡大に向け、本市と関わりを持つ方との関係の深化や、本市での暮らし等を体

験する取組を推進し、本市に継続的に多様な形で関わる関係人口の拡大に取り組みます。

また、自然や歴史など、個性的で豊富な地域資源を活かした観光施策を推進するとともに、

増加する外国人観光客の受入れのための環境整備を行うなど、インバウンド対策や市外か

らの集客増を推進します。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

ふるさと納税件数 
7,205 件 

（平成 30 年度） 

15,100 件 

（令和６年度） 

観光入込客数 
6,293 千人 

（平成 30 年） 

7,755 千人 

（令和６年） 
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【基本目標２】甲府を支える地域産業と雇用環境の充実 

数値目標 市民就業者数 

平成 27 年～平成 30 年（平均） 中間目標（令和４年） 最終目標（令和６年） 

102,425 人 103,830 人 103,310 人 

施策 3 女性・若者の市内就職の促進 

○本市の社会動態の弱みでもある東京方面への転出超過や 20 歳代前半から後半にかけて

の顕著な転出超過の抑制を図るため、地元大学生をはじめとする若者世代の地元企業等

への就業機会の増進を図るとともに、ワークライフバランスに配慮した働く女性・若者の

就業の支援に取り組みます。また、第二新卒者や県外学生への県内就職に係る情報の積極

的な発信により、ふるさとでの就労の促進に積極的に取り組みます。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

育児休業給付基本給付金受給者

数 

6,431 人 

（平成 30 年度） 

7,000 人 

（令和６年度） 

就職を理由に転入する若者数 

（推計値） 

1,279 人 

（平成 28～平成 30 年度平均） 

1,400 人 

（令和６年度） 

 

施策 4 就業の場の確保・創出 

○既存の土地の将来性を見据える中で、関係自治体との連携による企業誘致に取り組みま

す。また、起業・創業の支援や先端設備の導入等を行う企業の成長支援を推進するととも

に、後継者の育成セミナー等を通じた中小企業の事業継承の促進に取り組むなど、雇用の

場の確保に向けた取組を推進します。 

 また、販路拡大への支援や本市独自の産業の魅力を発信するなど、地域経済を支える産業

の活性化を図ります。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

産業立地等推進事業に係る支援制度の新

規適用件数 

 ２件 

（令和元年度） 

７件（累計） 

（令和 2～令和 6 年度） 

起業研修会参加者のうち起業した女性数 
 １人 

（平成 30 年度） 

毎年１人 

（令和 2～令和 6 年度） 
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【基本目標３】甲府で希望を叶える総合的な子育て・子育ち支援と良好な教育環境の充実 

数値目標 出生数 

平成 2７年～令和元年（平均） 中間目標（令和４年） 最終目標（令和６年） 

1,394 人 1,390 人 1,380 人 

施策 5 妊娠・出産支援の充実 

○市民の妊娠・出産の希望を実現するため、不妊治療費の助成を行うとともに、妊娠時の医

療費負担の軽減や相談体制の充実に取り組みます。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

子育て世代包括支援センター相談指導数 
5,055 人 

（平成 30 年度） 

5,100 人 

（令和６年度） 

 

施策 6 子育て・子育ち支援の充実 

○医療費をはじめとする子育て家庭の経済的な負担軽減に努め、子育て期における各段階

に応じた切れ目ない支援に取り組むとともに、子育て世代以外も含めた、地域全体で子育

て・子育ちを見守り、支援する環境づくりを推進します。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

「子ども・子育てへの支援が充実して

いる」の実感度 

2.65 

（平成 28～平成 30 年度平均） 

2.70 

（令和６年度） 

 

施策 7 教育環境の充実 

○確かな学力を備えた、自立した一人の人間として次代を担う子どもたちを育成するため、

社会環境の変化や教育課題に的確に対応した取組を推進するなど、良好な教育環境の整

備を図ります。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

「学校の教育内容や教育環境が充実して

いる」の実感度 

2.67 

（平成 28～平成 30 年度平均） 

2.70 

（令和６年度） 
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【基本目標４】甲府の未来をつなぐ良好な生活環境の整備と持続可能なまちづくり 

数値目標 「今後も甲府市に住みたいと思う人」の割合 

平成 26 年度～平成 30 年度（平均） 中間目標（令和４年度） 最終目標（令和６年度） 

77.25％ 80.00％ 80.00％ 

施策８ 持続可能なまちづくり 

○山梨県の中核都市として、圏域全体の発展を見据えた近隣自治体との広域連携事業の形

成を目指すとともに、充実した地域の保健・医療などの提供による健康づくりの推進や、

地域が抱える多様な課題を行政だけでなく、市民・事業者等の多様な主体により解決する

協働による支え合いのまちを構築します。 

また、リニア中央新幹線の開業後の効果を最大限享受するため、移転企業や移住者の受

け皿を整備するとともに、都市計画道路の効果的・効率的な整備や立地適正化計画を推進

し、持続可能なまちをつくります。 

SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

「広域的行政が、効率的・効果的に行われ

ている」の実感度 

2.95 

（平成 28～平成 30 年度平均） 

3.00 

（令和６年度） 

「市民、ＮＰＯ、事業者、行政などの協働

によるまちづくりが進められている」の実

感度 

2.31 

（平成 28～平成 30 年度平均） 

2.35 

（令和６年度） 

 

施策９ 住みやすいまちづくり 

○地域防災力の強化や防犯・交通安全対策を推進し、安全・安心なまちづくりに努めるとと

もに、本市に住む方々が、家庭や地域、仕事などにおいて、それぞれが生きがいを感じ、

それぞれの能力を発揮することができる環境整備や福祉サービスの提供による住みよい

まちづくりを推進します。 

 SDGs 

重要業績評価指標（ＫＰＩ） 基準値 目標値 

「災害に強いまちづくりが進められてい

る」の実感度 

2.13 

（平成 28～平成 30 年度平均） 

2.20 

（令和６年度） 

「市民が互いに思いやり、支え合いなが

ら、住み慣れた地域で安心して暮らすこ

とができる環境が整っている」の実感度 

2.52 

（平成 28～平成 30 年度平均） 

2.55 

（令和６年度） 
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３．目標達成のための主な取組 

 

【基本目標１】甲府で夢を叶える人材の定着と関係・交流人口の増加 

 

 

 

甲
府
で
夢
を
叶
え
る
人
材
の
定
着
と
関
係
・
交
流
人
口
の
増
加

転入促進・

転出抑制

移住の推進
〇移住に関わる本市の魅力の発信

〇移住希望者への情報提供

〇居住の確保

〇公共交通機関の整備

シティプロモーションの推進

移住の取組の推進

空き家対策の推進（移住施策）

定住促進住宅の活用

バス利用の促進

リニア開通を見据えた都市環境の創出

定住支援
○通勤・通学の助成

○東京圏への通勤手段の確保

遠距離通勤・通学助成制度の推進

中央線の利便性の向上

こうふ愛の醸成
〇「故郷こうふ」への誇りと愛着の

醸成

〇未来を担うひとづくり

故郷こうふの学びの推進
（地域・歴史探訪、ラーニングスピーチ）

「甲府市の歌」の普及

外国人の転入促進
〇多文化共生の推進

〇外国人の就業促進

日本語・日本文化講座の推進

「やさしい日本語会話・

異文化体験サロン」出前講座の実施

外国人向け合同企業説明会の開催

関係・交流

人口の創出

ふるさと納税の推進
○ふるさと納税者の獲得

○ふるさと納税者との関係の深化

ふるさと納税のＰＲ

ふるさと納税者への

観光等の情報発信

企業版ふるさと納税の活用

二地域居住の推進
〇住宅の取得補助

〇居住の確保

都市と農村地域の交流の推進

空き家対策の推進【再掲】

リニア開通を見据えた

都市環境の創出【再掲】

活動の場の提供
〇市内体験事業の開催

創作の森おびな事業の推進
（地方創生推進交付金）

観光の振興

（交流人口増加）
〇新たな魅力づくり

〇インバウンドの受入れ

観光客の誘客促進

インバウンド観光の促進

主な取組 施策の方向性 
○狙い 

施策 
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主な取組 

施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

転入促進・

転出抑制 

シティプロモー

ションの推進 

   

LINEでの情報発信やホームページで

の動画配信をはじめとする多様なメ

ディアや人的ネットワークを最大限

活用し、本市の強みや魅力のより効果

的な情報発信によるシティプロモー

ションを展開する。 

移住の取組の推

進 

●   

こうふコンシェルジュの取組等の推

進により、 移住希望者への積極的な

情報発信を図るとともに、本市の更な

る魅力の発掘に努める。 

また、東京圏からの移住者に対して移

住支援金を交付することにより、本市

への移住・定住を促進する。 

空き家対策の推

進 

（移住施策） 

●   

空き家所有者に対し空き家の利活用

を促し、転入希望者や二地域居住希望

者の居住の確保を図る。 

定住促進住宅の

活用 
   

地域の活性化と移住希望者の受け入

れを行う。 

バス利用の促進 

   

自家用車を保有しない定住・移住者等

の移動手段を確保できるよう、バス路

線の維持・確保を図る。 

リニア開通を見

据えた都市環境

の創出 

●  ● 

首都圏からの移住世帯や企業の受け

皿づくりを推進する。 

遠距離通勤・通

学助成制度の推

進 

   

通勤・通学の定期券購入費の一部を助

成し、本市の定住・移住に繋げる。 

中央線の利便性

の向上    

本市の定住・移住者が東京方面に通勤

できるよう、早朝特急の新設・快速の

乗り入れの実現等を図る。 

  



  

26 

 

施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

転入促進・

転出抑制 

故郷こうふの学

びの推進（地域・

歴史探訪、ラーニ

ングスピーチ） 

●   

こうふ開府 500 年を契機に育まれた

「私の地域・歴史探訪」「甲府ラーニン

グ・スピーチ」「こうふドリームキャン

パス」を今後も継続的に推進していく

ことにより、甲府の重層的で多様な歴

史・伝統・文化等を再認識し、「故郷こ

うふ」への誇りと愛着を育む。また、

次の時代を担う子どもたちが甲府につ

いて自ら学び、自らの言葉で発表し、

未来を担うひとづくりを推進する。 

「甲府市の歌」の

普及 ●   

本市を象徴する歌である「甲府市の

歌」を歌う機会を増やし、郷土愛を育

む。 

日本語・日本文化

講座の推進 
   

外国人市民の社会参加の促進と、多文

化共生に対する市民意識を醸成する。 

「やさしい日本

語会話・異文化体

験サロン」出前講

座の実施 

   

外国人市民社会参加の促進と多文化

共生意識を醸成する。特に外国人労働

者の参加を促すため、企業の周辺を会

場に出前講座を実施する。 

外国人向け合同

企業説明会の開

催 

   

企業や市内就職を希望する外国人に

積極的に周知を図り、外国人の市内企

業への就業を促進する。 

関係・交流

人 口 の 創

出 

ふるさと納税の

ＰＲ 

   

本市のふるさと納税額を向上させる

ため、返礼品の掘り起こしや本市オリ

ジナルの返礼品の創出などに努める

とともに、様々なチャネルを使いなが

らＰＲを行う。 

ふるさと納税者

への観光等の情

報発信 

   

関係人口の拡大と関係の深化を図る

ため、ふるさと納税者に対して、返礼

品を発送する時に観光冊子を同封す

ることや、前年寄附者に発送する「使

い道報告書」に本市施設の優待券を同

封するなど、本市の観光情報等を積極

的に発信する。 
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施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

関係・交流

人 口 の 創

出 

企業版ふるさと

納税の活用    

地方創生プロジェクトに対する企業

の寄付（ふるさと納税）を活用し、本

市の財源確保を図る。 

都市と農村地域

の交流の推進 
   

農業体験を通じて、都市と農村地域の

交流を推進し、市内への就労につなげ

るとともに関係人口や交流人口の増

加を図る。 

創作の森おびな

事業の推進（地方

創生推進交付金） 

   

豊かな自然を活用し、創作活動及び自

然体験の場を提供することなどによ

り、交流人口の増加を図る。 

観光客の誘客促

進 

  ● 

日本遺産に認定されている昇仙峡を

活用した事業の推進や、甲府市内の寺

社等が収蔵している文化財（指定・未

指定に限らず）の公開事業の実施等に

より、地域の魅力を高め、SNS での

情報発信やるるぶ特別編集甲府の配

布等による PR を実施するとともに、

市民をターゲットにした散策会の実

施により、甲府の歴史や自然、文化等

を学び、郷土愛を醸成し、参加者自ら

が広告塔となることで、県内外からの

誘客促進を図る。また、東京圏のほか

中部横断自動車道「山梨～静岡間」の

全線開通を踏まえた静岡や愛知の中

京圏など居住者もターゲットに関係

人口や交流人口の増加を図る。 

インバウンド観

光の促進   ● 

インバウンド観光の回復を見据え、観

光案内看板の改修をはじめとする多

言語化等の、受入体制の整備を図る。 
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【基本目標２】甲府を支える地域産業と雇用環境の充実 

 

 

 

甲
府
を
支
え
る
地
域
産
業
と
雇
用
環
境
の
充
実

女性・若者の

市内就職の促進

就職・就業の支援
〇働きやすい環境の促進

〇女性の就業支援

〇市内学生の市内就職

〇ミスマッチの解消（業種別）

合同企業説明会の開催

インターンシップの受け入れ促進

働く魅力の発信

女性たちで創るマルシェの実施

女性活躍等に係る提案支援

ふるさと就労の促進
〇第二新卒者、県外学生への

情報提供・マッチング

高校生の市内就職意識の醸成

民間企業等との連携による情報発信

就業の場の

確保・創出

産業立地の推進
〇戦略的な誘致の展開

〇企業への情報提供

企業誘致の推進

優遇制度等の情報発信

リニア開通を見据えた

都市環境の創出【再掲】

起業・創業の促進
〇創業者支援

〇女性の起業の促進

創業者育成等の支援

女性の起業等の支援

女性おうえん資金による支援

女性活躍等に係る提案支援【再掲】

企業の成長支援
〇付加価値労働生産性の向上

（設備投資等への支援）

〇融資対策の推進

先端設備等の導入における税制優遇

中小企業振興融資資金による支援

事業継承の促進
〇経営者及び後継者の育成

事業承継への啓発及び支援

新規就農者の育成

地域産業の活性化
〇地域資源のブランド化

〇販路拡大の推進

甲府ブランド認定制度の推進

中心市街地商業等活性化の推進

販路拡大への支援

林道の整備（地方創生道整備推進交付金）

施策 施策の方向性 
○狙い 

主な取組 
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主な取組 

施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

女性・若者

の 市 内 就

職の促進 

合同企業説明

会の開催 ●  ● 

市内企業と女性や若者等の求職者との

マッチングの機会を創出し、市内就職

を促進する。 

イ ン タ ー ン

シップの受け

入れ促進 
  ● 

県内大学と連携し、地元企業への大学

生等の就業機会の増進を図る。また、

学生等インターンシップで受け入れた

市内事業者を助成する。 

働く魅力の発

信 
●   

ホームページ（就職応援サイト）を通

じて、本市で働く女性や若者の魅力を

発信することにより、市内就職を促進

する。 

女性たちで創

るマルシェの

実施 
 ●  

マルシェを通じて、女性達の交流の場

や女性の活躍の場を創出するととも

に、起業等の夢を叶え、活躍する女性

達を広く市民に知っていただくこと

で、多くの女性を応援する機運を高め

る。 

女性活躍等に

係る提案支援 

 ●  

女性の職業生活と家庭生活の両立な

ど、男女共同参画や女性活躍推進に関

わる企画事業を募集し、効果や成果が

期待できる事業に対して、経費の一部

を助成する。 

高校生の市内

就職意識の醸

成 

  ● 

高校生を対象に地場産業や市内企業の

魅力を発信し、将来に向けた市内就職

の意識醸成を図る。 

民間企業等と

の連携による

情報発信 

●   

東京圏に精通する民間企業との連携に

より、東京圏の学生や UIJ 希望者等に

効果的な情報発信等を行う。 
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施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

就 業 の 場

の確保・創

出 

企業誘致の推進 

  ● 

製造業や情報通信業等の優遇制度対

象の企業に訪問を行うとともに、誘致

先となる受け皿づくりを行う中で、企

業誘致を推進する。 

また、民間が運営するサテライトオ

フィス等の施設の利用促進に係るPR

活動により、企業誘致を推進する。 

優遇制度等の情

報発信   ● 

ビジネスマッチングイベント等へ参

加し優遇制度や強み等の情報発信を

行い、産業立地を推進する。 

創業者育成等の

支援    

新たに事業を開始する方へ、創業セミ

ナーの開催や利子補給による創業支

援等を行い、起業・創業を促進する。 

女性の起業等の

支援  ●  

多様な働き方、活躍を求める女性を支

援し、女性の「やりたい」を実現する

ための学びと交流の場を提供する。 

女性おうえん資

金による支援 
 ●  

市内で創業を目指す女性に対し融資

を行い、創業を支援する。 

先端設備等の導

入における税制

優遇 
   

生産性向上に資するため、全ての業種

を対象に、新規取得設備に係る税制優

遇措置を講じ、企業の成長を支援す

る。 

中小企業振興融

資資金による支

援 

   

中小企業の経営安定や事業転換等、融

資制度の充実を図る。 

事業承継への啓

発及び支援    

本市企業が成長し続けられるよう、セ

ミナーや相談会を開催し、事業承継の

啓発や支援を行う。 

新規就農者の育

成 

  ● 

新規就農希望者を研修段階から就農

し、定着するまで総合的にサポートす

る。また、農業体験を受け入れる農家

や、新規就農者の受け入れを応援する

団体等への支援を行う。 
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施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

就 業 の 場

の確保・創

出 

甲府ブランド認

定制度の推進 
  ● 

甲府らしさのある優れた商品のブラ

ンド化を推進する。 

中心市街地商業

等活性化の推進 

  ● 

中心市街地の活性化を図るため、商店

街の空き店舗への入居者への助成の

ほか、商店街活性化のモデル事業や民

間主体によるまちづくり活動の推進

を図る事業を支援する。 

販路拡大への支

援 
  ● 

地域産業の振興に資するため、国内外

における販路拡大への支援を行う。 

林道の整備（地方

創生道整備推進

交付金） 

  ● 

林道の整備により、林業の振興を推進

し、就業の確保を図る。 
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【基本目標３】甲府で希望を叶える総合的な子育て・子育ち支援と良好な教育環境の充実 

 

 

 

甲
府
で
希
望
を
叶
え
る
総
合
的
な
子
育
て
・
子
育
ち
支
援
と
良
好
な
教
育
環
境
の
充
実

妊娠・出産

支援の充実

妊娠の支援
〇経済的負担の軽減

特定不妊治療費助成による支援

一般不妊治療（人工授精）費助成による支援

出産の支援
〇相談支援の充実

〇不妊治療費の助成

〇医療費の負担軽減

産後ケアセンター利用費助成による支援

子育て世代包括支援センターによる相談支援

妊婦一般健康診査費助成による支援

子育て・子育ち

支援の充実

子育てしやすい

環境の整備
〇相談、情報提供の充実

〇幼児の受入体制の充実

〇経済的負担の軽減

〇働き方改革の推進

子ども相談センター「おひさま」による相談支援

母子の健康づくりの推進

保育所等の運営及び保護者の経済的支援

幼児教育施設利用費等助成による支援

子どもの医療費助成による支援

ひとり親家庭の医療費助成による支援

重度心身障がい児の医療費助成による支援

多子世帯の保育料の軽減

女性活躍等に係る提案支援【再掲】

民間企業との連携による「働き方改革」の推進

子育ちの支援
〇児童の受入体制の充実

〇地域ぐるみの子育ち支援

〇運動遊びの機会の提供

放課後児童クラブによる支援

学習支援等地域における居場所づくり

学用品等のリユースの取組の推進

子ども運動遊びの推進（地方創生推進交付金）

子どもの暮らしを守る支援の推進

教育環境の充実

学習環境の充実

放課後子供教室の充実

サポートティーチャーの充実

時代に即した学習の支援

学力の向上 学力向上対策の推進

施策 施策の方向性 
○狙い 

主な取組 
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主な取組 

施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

妊娠・出産

支 援 の 充

実 

特定不妊治療費

助成による支援    

特定不妊治療に係る費用の一部を助

成し、経済的な負担の軽減を図ること

で、妊娠を支援する。 

一般不妊治療（人

工授精）費助成に

よる支援 

   

一般不妊治療（人工授精）に係る費用

の一部を助成し、経済的な負担の軽減

を図ることで、妊娠を支援する。 

産 後 ケ ア セ ン

ター利用費助成

による支援 

   

産後ケアセンター利用費の一部を助

成し、産後の母体及び育児等を支援す

る。 

子育て世代包括

支援センターに

よる相談支援 

 ●  

妊娠期から子育て期までの切れ目の

ない相談支援を行う。 

妊婦一般健康診

査費助成による

支援 

   

適切な医療や療育につながるよう、妊

婦健康診査費用の一部を助成する。 

子育て・子

育 ち 支 援

の充実 

子ども相談セン

ター「おひさま」

による相談支援 
 ●  

妊娠期から子育て期における各種相

談等への助言や子育てサービスの情

報提供等、子育て全般における支援を

行う。 

母子の健康づく

りの推進 
   

ふたご手帳の配布により、子育て世帯

へのサポートを強化する。 

保育所等の運営

及び保護者の経

済的支援 

   

保育所等の円滑な運営及び子育て世

帯の経済的負担を軽減するため、給付

等を行う。 

幼児教育施設利

用費等助成によ

る支援 

   

子育て世帯の経済的負担を軽減する

ため、幼児教育施設の利用料等の一部

を助成する。 

子どもの医療費

助成による支援    

子どもの健やかな成長に寄与するた

め、子どもの医療費の一部を助成す

る。 

ひとり親家庭の

医療費助成によ

る支援 

   

精神的かつ経済的負担の軽減を図る

ため、ひとり親家庭等の医療費の一部

を助成する。 
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施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

子育て・子

育 ち 支 援

の充実 

重度心身障がい

児の医療費助成

による支援 

   

医療費を助成し、重度心身障がい者の

健康の維持・増進を図る。 

多子世帯の保育

料の軽減    

安心して子どもを産み育てられる環

境づくりの一環として、独自の制度に

より保育料を軽減する。 

民間企業との連

携による「働き方

改革」の推進 

 ●  

民間企業と連携し、働き方の改善に向

けた取組を推進する。 

放課後児童クラ

ブによる支援 
   

児童の受入体制を充実させ、児童の健

全な育成を図る。 

学習支援等地域

における居場所

づくり 

   

NPO 団体等と連携し、地域でできる

子育ち支援を推進する。 

学 用 品 等 の リ

ユースの取組の

推進 

   

子育て世帯の負担軽減や資源の有効

活用を推進することで、子ども自身の

物を大切にする気持ちを育む。 

子ども運動遊び

の推進（地方創生

推進交付金） 

   

子どもの健やかな成長に繋がるよう、

子ども運動遊びを推進する。 

子どもの暮らし

を守る支援の推

進 
   

子どもが子どもらしい暮らしを送れ

るよう、様々な家庭環境の子どもに寄

り添い、必要な支援に繋げる取組を推

進する。 
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施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

教育環境

の充実 

 

放課後子供教室

の充実    

安全・安心な居場所づくりの一環とし

て、児童が学習活動や体験活動ができ

る機会を提供する。 

サポートティー

チャーの充実 
   

学習指導員やスクール・サポート・ス

タッフの配置等により、児童生徒に向

き合う教員の時間を確保し、学校教育

体制の安定化を図る。 

時代に即した学

習の支援 

   

情報技術の知識・技能を習得した人材

を育成するため、ICT 化を推進する組

織や一人一台端末に係るヘルプデス

クの設置等により、ICT を活用した教

育を推進し、学習意欲の向上を図る。 

学力向上対策の

推進 

   

学力向上に資するため、市費負担教員

の配置による少人数学習の実施や、学

力向上専門員の配置による授業内容

の研究等、きめ細かな教育の推進を図

る。 
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【基本目標４】甲府の未来をつなぐ良好な生活環境の整備と持続可能なまちづくり 

 

 

 

 

 

 

  

甲
府
の
未
来
を
つ
な
ぐ
良
好
な
生
活
環
境
の
整
備
と
持
続
可
能
な
ま
ち
づ
く
り

持続可能な

まちづくり

中核市甲府の推進
〇広域連携の実現

〇協働の推進

〇健康づくりの推進

近隣自治体との広域連携事業の形成

協働による支え合いの地域づくり

健康支援センターを拠点とした

健康づくりの推進・健康危機管理体制の充実

リニア中央新幹線の活用

リニア中央新幹線の効果を

最大限享受するための取組の検討

リニア開通を見据えた

都市環境の創出【再掲】

生活の利便性の向上
〇道路・市街地の整備

〇良好な生活環境

都市計画道路の整備の推進

立地適正化計画の推進

地域のあるべき姿に向けたまちづくりの推進

住みやすい

まちづくり

安全で安心な

暮らしづくり
〇防災・危機管理対策の推進

〇防犯・交通安全対策の充実

地域防災力の強化推進

関係機関との連携による

防犯・交通安全対策の推進

いきいき暮らせる

地域づくり
〇ネットワークの形成

甲府城周辺地域活性化計画の推進

遊亀公園及び附属動物園の整備

緑が丘スポーツ公園の整備

「こうふまちづくりラウンジ」の実施

空き家対策の推進（地域活性化施策）

福祉施策の充実
〇地域福祉の推進

人と人とが支え合う地域づくり

施策 施策の方向性 
○狙い 

主な取組 
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主な取組 

施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

持続可能

なまちづ

くり 

近隣自治体との

広域連携事業の

形成 

●  ● 

更なる事務の効率化やきめ細かな行政

サービスの提供等に向け、連携中枢都市

圏を形成し、自治体間連携を推進する。 

協働による支え

合いの地域づく

り 
   

地域課題の解決のため、市民、行政、

自治会、市民活動団体、企業などの多

様な主体の活動の活性化を図るとと

もに、相互の連携による協働を促進す

ることで、解決に向けた地域主体の取

組が推進するよう支援する。 

健 康 支 援 セ ン

ターを拠点とし

た健康づくりの

推進・健康危機管

理体制の充実 
   

総合的な健康支援の拠点として、市民

の健康づくりの推進や地域ヘルスケ

ア産業の活性化に寄与する事業の実

施等により、地域の保健・ 医療・福祉

の推進を図る。また、多様化する健康

危機に対応するため、健康被害の発生

予防、拡大防止等に取り組み、保健所

を拠点とした体制の充実を図る。 

リニア中央新幹

線の効果を最大

限享受するため

の取組の検討 

●  ● 

関係機関と連携強化を図る中で、リニ

ア中央新幹線の開業効果が市域全体

へ最大限に波及し、本市の更なる活性

化に繋がるための取組を検討する。 

都市計画道路の

整備の推進    

城東三丁目敷島線（伊勢工区）をはじ

めとする都市計画道路の効果的・効率

的な整備の推進を図る。 

立地適正化計画

の推進 
   

将来にわたり持続可能な都市構造の実

現に向け、立地適正化計画を推進する。 

地域のあるべき

姿に向けたまち

づくりの推進 

   

既存ストック等の地域資源や特性を

活かした持続可能な地域社会の構築

に向け、地域のあるべき姿の検討やそ

の実現に向けた取組を行うための多

様な主体が参画する協議・運用体制を

構築し、官民協働のまちづくりを推進

する。 
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施策 取組 
重点的な取組 

推進内容 
Ⅰ Ⅱ Ⅲ 

住みやす

いまちづ

くり 

地域防災力の強

化推進 

   

「自助」と「共助」の更なる充実・強

化を図るため、ハザードマップの周知

やマイ・タイムライン作成の推進、地

区研修会の開催による防災教育の推

進等を図る。また、大規模災害に備え、

重点化施策を選定した甲府市国土強

靭化地域計画アクションプランを策

定し、推進する。 

関係機関との連

携による防犯・交

通安全対策の推

進 

   

犯罪や交通事故の未然防止のため、関

係機関と連携し、防犯や交通安全の意

識啓発を図るとともに、防犯活動や交

通環境の改善に取り組む。 

甲府城周辺地域

活性化計画の推

進 
  ● 

甲府城を活かし、歴史・文化が感じら

れる空間づくりにより中心街の活性

化につながるよう、甲府城周辺地域の

整備を推進する。 

遊亀公園及び附

属動物園の整備 
   

利用者のニーズに応え、開園１００周

年を迎えた遊亀公園附属動物園の特

徴や特性を継承した魅力的な資産と

なるよう、整備を実施する。 

緑が丘スポーツ

公園の整備 
   

老朽化が進行している緑が丘スポー

ツ公園を計画的に整備することによ

り、市民がいきいきと健康づくりやス

ポーツ活動のできる環境を整える。 

「こうふまちづ

くりラウンジ」の

実施 
 ●  

様々な分野で活躍する女性が集い交

流する場「こうふまちづくりラウン

ジ」を提供し、女性が活きいきと活躍

するまちの創出を図る。 

空き家対策の推進 

(地域活性化施策) 
   

地域活性化につながる施設への空き

家の改修に係る費用を助成する。 

人と人とが支え

合う地域づくり 
   

アウトリーチ支援員の配置やひきこ

もり相談支援等の推進により、地域福

祉を支える人をつくり、あらゆるつな

がりの活性化を図る。 
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